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保険料額決定通知・後期高
齢者医療被保険者証の送付

◎国保税・後期高齢者医療保険料・
　介護保険料の減免

後期高齢者医療制度・介護保険制度

問長寿・保険課☎ 43-5217

問長寿・保険課☎ 43-5217

問国保税について…税務課☎ 43-5213
　保険料について…長寿・保険課☎ 43-5217

　
令
和
２
年
度
後
期
高
齢
者
医
療
保
険

料
額
お
よ
び
介
護
保
険
料
額
の
決
定
通

知
書
を
７
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
お
よ
び
介
護
保
険

制
度
で
は
、
被
保
険
者 

一 

人
ひ
と
り
に

保
険
料
を
お
支
払
い
い
た
だ
き
ま
す
。

保
険
料
の
支
払
い
方
法
は
次
の
通
り

❶
特
別
徴
収
（
年
金
か
ら
の
天
引
き
）

　
年
金
支
給
時
に
あ
ら
か
じ
め
差
し
引

か
れ
ま
す
。

❷
普
通
徴
収
（
納
付
書
か
口
座
振
替
で

の
支
払
い
）

▽
後
期
高
齢
者
医
療
制
度　
７
月
か
ら

翌
年
３
月
ま
で
毎
月
納
付
い
た
だ
き

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
で
世
帯
の
主
た
る
生
計
維
持
者
の
収

入
が
減
少
し
た
場
合
な
ど
に
、
申
請
に

よ
り
国
保
税
・
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
・
介
護
保
険
料
の
減
免
を
受
け
ら

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

対
象
世
帯
（
対
象
被
保
険
者
）

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
の

影
響
）
に
よ
り
、
主
た
る
生
計
維
持
者

が
（
の
）

❶
死
亡
ま
た
は
重
篤
な
傷
病
を
負
っ
た

世
帯
（
に
属
す
る
被
保
険
者
）

❷
事
業
収
入
、
不
動
産
収
入
、
山
林
収

入
ま
た
は
給
与
収
入
が
減
少
す
る

世
帯
の
う
ち
、
主
た
る
生
計
維
持
者

に
つ
い
て
次
の
⑴
～
⑶
の
条
件
（
廃

業
・
失
業
の
場
合
お
よ
び
介
護
保

お知
らせ

※特定同一世帯所属者…国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行し、引き続
き国民健康保険被保険者と同じ世帯の人（世帯主が変わった場合は非該当）

※課税所得金額…前年中の総所得金額等から基礎控除（33 万円）を差し引いた金額

【表２】令和２年度の軽減世帯対象範囲の拡大

【表１】令和２年度の税率等　　　　　　　　※税率・金額の（）内は昨年度

◎令和２年度の国民健康保険税の税率等を決定

◎令和３年度の
　固定資産税の軽減

◎税務課からのお知らせ◎新型コロナウイルス感染症に係る国民健康保険
　傷病手当金について

問税務課☎ 43-5213

◎はコロナ関係の支援事業等

問税務課☎ 43-5213問税務課☎ 43-5213

お知
らせ

お知
らせ

お知
らせ

お知
らせ

お知
らせ

医療保険分
（0 ～ 74 歳）

後期高齢者
支援金等分 

（0 ～ 74 歳）
介護保険分

（40 ～ 64 歳）

所得割 
（課税所得金額※×税率）

7.4％
（改正なし）

2.82%
（改正なし）

2.0%
（改正なし）

資産割 
（固定資産税額×税率）

15.0%
（改正なし）

5.0%
（改正なし）

2.5%
（改正なし）

均等割 
（１人あたり）

2 万 6,500 円
（改正なし）

7,400 円
（改正なし）

8,000 円
（改正なし）

平等割 
（１世帯あたり）

2 万 4,600 円
（改正なし）

6,600 円
（改正なし）

4,100 円
（改正なし）

課税限度額 63 万円
（61 万円）

19 万円
（改正なし）

17 万円
（16 万円）

　
令
和
２
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税
率

等
が
決
ま
り
ま
し
た
【
表
１
】。
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
考

慮
し
、
今
年
度
は
税
率
を
据
え
置
い
て

い
ま
す
。
ま
た
、
法
令
に
基
づ
き
、
課

税
限
度
額
の
引
き
上
げ
を
行
い
、
所
得

の
低
い
人
に
対
す
る
保
険
税
軽
減
の
対

象
世
帯
を
拡
大
し
て
い
ま
す
。

◆
所
得
の
低
い
人
に
対
す
る
保
険
税

軽
減
の
対
象
世
帯
を
拡
大
【
表
２
】

　
前
年
中
（
平
成
31
年
１
月
～
令
和
元

年
12
月
）
の
総
所
得
金
額
等
の
合
計
が

国
の
定
め
る
基
準
額
を
下
回
る
世
帯
に

つ
い
て
、
均
等
割
額
と
平
等
割
額
の
一部

が
軽
減
さ
れ
ま
す
。
令
和
２
年
度
か
ら

は
５
割
お
よ
び
２
割
の
軽
減
対
象
が
拡

大
さ
れ
ま
す
。

◆
年
金
か
ら
の
特
別
徴
収
（
天
引
き
）

で
納
付
す
る
世
帯

　
申
請
に
よ
り
口
座
振
替
へ
変
更
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
に
よ
り
、
令
和
２

年
２
月
～
10
月
ま
で
の
間
の
任
意
の
３
カ
月
間
の
売

り
上
げ
が
前
年
の
同
期
間
と
比
べ
て
30
％
以
上
減
少

し
た
中
小
事
業
者
等
に
つ
い
て
、
令
和
３
年
度
の
固

定
資
産
税
（
償
却
資
産
・
事
業
用
家
屋
）
が
軽
減

さ
れ
ま
す
。

軽
減
率　
令
和
２
年
２
月
～
10
月
ま
で
の
任
意
の
３
カ

月
間
の
売
上
高
が
前
年
の
同
時
期
か
ら
❶
減
少
し

た
割
合
が
30
％
以
上
50
％
未
満
の
場
合
は
２
分
の
１

❷
減
少
し
た
割
合
が
50
％
以
上
の
場
合
は
全
額

※
軽
減
を
受
け
る
に
は
、
認
定
支
援
機
関
等
に
よ
る

認
定
が
必
要
で
す
。
詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
く
だ
さ
い

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
に
よ
り
中
止
・
延
期

に
な
っ
た
指
定
行
事
の
寄
付
金
控
除
の
特
例

　
令
和
２
年
２
月
１
日
～
令
和
３
年
１
月
31
日
ま
で

の
間
で
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
に
よ
り
中

止
・
延
期
に
な
っ
た
国
・
県
・
市
の
指
定
を
受
け
て

い
る
イ
ベ
ン
ト
に
つ
い
て
、
入
場
料
金
等
の
払
戻
し

を
辞
退
し
た
場
合
、
寄
付
金
控
除
の
対
象
と
な
り
ま

す
。
詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

課
税
特
例
の
期
限
延
長

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急
経
済
対
策
と

し
て
、
課
税
特
例
の
適
用
期
限
が
延
長
さ
れ
ま
す
。

❶
自
動
車
・
軽
自
動
車
税
環
境
性
能
割
の
軽
減
措
置

の
対
象
と
な
る
取
得
期
限
を
令
和
３
年
３
月
31
日

ま
で
延
長

❷
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
入
居
期
限
を
令
和
３
年
12
月

31
日
ま
で
延
長
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響

で
令
和
２
年
12
月
31
日
ま
で
に
入
居
で
き
な
か
っ

た
場
合
の
み
）

　
南
あ
わ
じ
市
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
で
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
ま
た
は
発
熱
等
の
症
状

が
あ
り
感
染
が
疑
わ
れ
る
被
用
者
が
、
療
養
の
た
め

に
働
く
こ
と
が
で
き
ず
、
給
与
を
受
け
ら
れ
な
い
場

合
、
生
活
が
困
窮
す
る
こ
と
を
防
ぐ
た
め
に
傷
病
手

当
金
を
支
給
し
ま
す
。

対
象
者　
次
の
❶
～
❹
の
要
件
を
す
べ
て
満
た
す
人

❶
南
あ
わ
じ
市
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
の
人

❷
勤
務
先
か
ら
給
与
の
支
払
い
を
受
け
て
い
る
人

❸
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
ま
た
は
発
熱
等
の

症
状
が
あ
り
感
染
が
疑
わ
れ
る
人
で
、
療
養
の
た

め
労
務
に
服
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
期
間
が

あ
る
人

❹
就
労
で
き
な
か
っ
た
期
間
、
給
与
の
全
額
ま
た
は 

一 

部
が
支
給
さ
れ
な
か
っ
た
人

支
給
期
間　
労
務
に
服
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ

た
日
か
ら
起
算
し
て
３
日
を
経
過
し
た
日
（
４
日

目
）
か
ら
労
務
に
服
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
期
間

の
う
ち
、
就
労
を
予
定
し
て
い
た
日

支
給
額
の
計
算
方
法

　
（
直
近
の
継
続
し
た
３
カ
月
間
の
給
与
収
入
の
合

計
額
÷
就
労
日
数
）
×
３
分
の
２
×
就
労
を
予
定

し
て
い
た
日
数

適
用
期
間　
令
和
２
年
１
月
１
日
～
９
月
30
日
の
間

で
療
養
の
た
め
就
労
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
期
間

（
た
だ
し
、
入
院
が
継
続
す
る
と
き
な
ど
は
、
最

長
１
年
６
月
ま
で
）

申
請
手
続
き　
申
請
書
、
事
業
主
の
証
明
書
、
医
師

の
意
見
書
（
医
療
機
関
を
受
診
し
た
と
き
）
な
ど

が
必
要
に
な
り
ま
す
。

※
詳
し
く
は
お
問
合
せ
く
だ
さ
い

５割軽減の拡大
改正前 33万円＋28万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）
改正後 33万円＋28.5万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

２割軽減の拡大
改正前 33万円＋51万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）
改正後 33万円＋52万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

険
料
に
つ
い
て
は
⑴
お
よ
び
⑶
）
す

べ
て
に
当
て
は
ま
る
世
帯
（
に
属
す

る
被
保
険
者
）

　
⑴
事
業
収
入
等
の
い
ず
れ
か
が
前
年

の
10
分
の
３
以
上
減
少
見
込
み
⑵
前

年
の
所
得
の
合
計
額
が
１
０
０
０
万

円
以
下
⑶
減
少
見
込
み
の
事
業
収
入

等
に
係
る
所
得
以
外
の
前
年
の
所
得

の
合
計
額
が
４
０
０
万
円
以
下

減
免
額

　
❶
の
場
合
は
全
額
免
除
。
❷
の
場
合

は
前
年
の
所
得
等
に
応
じ
て 

一 

部
ま
た

は
全
額
を
減
免
し
ま
す
。

※
納
付
が
困
難
な
場
合
は
、
支
払
い
の

猶
予
を
受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま

す
の
で
ご
相
談
く
だ
さ
い

ま
す
。

▽
介
護
保
険
制
度　
８
月
か
ら
偶
数
月

に
納
付
い
た
だ
き
ま
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

被
保
険
者
証
は
７
月
下
旬
送
付

　

被
保
険
者
証
の
更
新
時
期
は
毎
年

８
月
１
日
で
す
。
７
月
下
旬
に
新
し
い

被
保
険
者
証
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
８

月
１
日
か
ら
新
し
い
被
保
険
者
証
を
医

療
機
関
等
の
窓
口
で
提
示
し
て
く
だ
さ

い
。
な
お
、保
険
料
の
納
付
状
況
に
よ
っ

て
は
、
有
効
期
間
が
短
い
被
保
険
者
証

（
短
期
被
保
険
者
証
）
を
送
付
す
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。


